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概要

火元建物から隣棟建物へ火災が拡大する崩発現象におし、て、その類焼樹溝上の火元建物からの加害性の要因と、隣

棟建物における受害性要因を究明することは、隣棟建物への延1那血上を考える上で必要不可欠である。ここでは、平

成 13年に東京消防庁管内で発生した2棟以上焼損した延焼火災 100件にっし、て、被害状況、断東建物構造、隣棟間隔、

気象状況、消防隊の消火活動等についてデータベース化をし、類焼現象においてその要因の統計官。相関関係を調査す

るとともに、消防隊の活動効果を評価する簡易的な指標を作成し、その有"3?対空にっし、て検討した。

1 はじめに

実火災において、延焼の要因を究明することで消防活動上有

益な情報が得られるのは明らかである。延焼の要因については、

対象建物の燃焼性、対象建物の燃擁量、気象条件、火元建物か

らの隣棟間距離、屋根、軒裏、壁、開口部などの部位の防火性、

人為的条件、消火活動の有無、市倖地条件などが考えられる。

しかし、実火災の多くはそうした要因が複雑に関連しており、

これらの因果関係を詳細に分析することは難しい。

本研究では、実火災時における延tたえ災の様々な要因の中か

ら、延焼拡大にその影響が強し、と思われる、気象条件、火元建

物構造、延焼被害建材髄、隣陳問問臣、消防隊活動効果等に

ついて統計的に集計を行い、延jた火災における基礎的なデータ

ベースを作成するとともに、建物火災の初期状態と終息状態の

二つの要素から、消防隊の活動効果を評価する簡易的な指標を

作成し、その有効性について検討し、延tたた災におけるその要

因の相関関係を統計的に解明することを目的とした。

2 間査方法

本研究では、東京消防庁の各消防署から警防日警防課に報告

された消防活動記録をもとに、隣棟にまで被害が拡大した延焼

火災においての気象条件、火元建物構造、延焼被害建物構造、

隣棟間距離、消防隊活動効果等について調査を行った。以下に

示す方法で各消防舌動記録よりデータを抽出し、単純化するこ

とでデータベース化を行った。

また、消防活動報告からデータを抽出した項目については表

2.1に示す。

表 2.1 データ抽出項目

発災
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(1) 調査実橡火災

平成13年 1月から 7月に、東京消防庁管内で発生した2棟以

上焼損した隣栂副発火災 100件を伍意に抽出し、調査対象火災

としfこや

(2) 建槻己置

火元建物からの延焼経路と風向等の影響を把握するため、図

2.1 ，こ示すような単純建物位置モデルを作成し、データ化した。
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図2.1 建物位置モデル

(3)気象条件

延焼火災発生時における気象として、天気、風向、風速、湿

度、温度にっし、てデータ化しむ

(4)建物構造

火元建物並びに延焼被害建物の建糊禽造(木造、防火造、準

耐火造、耐火造に分劇、建築面積、建築延面積にっし、てデータ

化した。

(5)隣棟間距離

火元建物と延焼被害建物の隣棟問問監を消防活動図から制IJ

し、壁面から壁面までの最短距離を算出したG

表3.1 延樹皮害基本統計量

w;免 焼損 延崩発損 延焼焼損

被害棟数 床置醐
焼損床面積

床面積 表面積

(棟劃
の苦手i合

(rri) (rri) (rri) 

平均 3.6 72.52 0.203 11.94 14.38 

メシアン 3 63.5 0.154 。 。
モード 2 20 1 。 O 

標準偏差 1.56 46.32 0.182 29.32 30.42 

分散 2.44 2145.5 0.033 859.77 925.21 

最小 2 10 0.012 。 。
最大 10 241 1 150 202 

標本数 1∞ 1∞ 1∞ 1∞ 1∞ 
」
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3 結果

(I) 延焼被害内容

延焼被害棟数、焼損床面積、焼損床面積の割合(焼損床面積

/延面布部、延焼床面積伏元建物を除く、隣棟被害建物の焼損

床面積の合計)、延焼表面積 ωく元建物を除く、隣棟被害建物の

焼損表面積の合計)の基本統計量を表3.1に示す。

(2) 気象条件と延焼被害

調査対象となった気象状況についてまとめた結果を、表3.2及び

表3.3，こ記したG また風向に関しては、風下に隣棟建物がある場合

にはrl.l、ない場合にはrOJで条件分けし、パラメータ得点を与え

た。

火災に影響を与える特異事象として気象条件を考える場合、火災

警報の発令基準が考えられる。東京消防庁管内では、気象条件に

よる火災警報発令の基準は、「東京消防庁消防言号に関する規定J

に基づき、次のように定められてしも。

実効湿度が 50%以下であって、最小湿度が 25%以下になる

見込みのとき

実効湿度が 60%以下であって、最小湿度が 30%以下になり、

平均風速 10m以上の風が吹く見込みのとき

平均風速 13m以上の風が吹く見込みのとき

今回の調査対象については上記に示す火災警報発令基準の該

当する気象条件はなかったため、特異事象に対する検討は特に行

わなかった。

表3.2 天気の構成

天気 件数 害l恰(%)

快晴 35 35 

晴 27 27 

曇り 31 31 

雨 5 5 

雪 2 2 

言十 1∞ 1∞ 

表3.3風向、風速、気温、湿度の基本統計量

風向先に隣練建物 風速 気温 湿度

の有鮒有"=1，無=0) (凶's) ("C) (%) 

平均 0.7 3.1 14.7 51.3 

メジアン 1 2.6 13.1 50 

モード 1 2.1 14.5 46 

練準偏差 0.461 1.69 9.22 17.66 

分散 0.212 2.88 84.98 311.9 

最小 O 0.4 1.1 17 

最大 1 11.3 34.1 87 

標本数 1∞ 1∞ 1∞ 1∞ 



(訪建断荷量 (4) 隣棟闘機

調査対象となった出火建物及び延焼被害建物構造(木造、防火 火元建物と被害遺物の糊索開距離を消防活動図から計測し、

造、準耐火造、耐火造)については表 3.4に示す。また、建物構造 算出した。延焼被害建物構造自IJ(木造、防火造、準耐火造、耐

男IJの焼損床面積の割合(焼損床面積/延面構を表3.5に示す。 火避の隣棟間閥抗つして集計した結果を表3.6に未仁

表 3.4 火元建物及び延焼建物構造思IJ比率

合計建物

火元建物 延焼被害建物 ωく元建物と
構造

延焼被害建物)

個数 害i恰〈唱) 偶数 空宇治〈弘) 個数 言宇治〈弛)

木造 38 38.∞ 73 28.08 111 30.83 

防火造 M 54.00 140 53.85 194 53.89 

準耐火造 6 6.00 12 4.62 18 5.00 

耐火造 2 2.00 35 13.46 37 10.28 

言十 l∞ 260 100 360 100 

表 3.5 建物構造別焼損床面積の割合

構造
平均焼損床面積の害姶{%)

火元建物 延焼被害建物 合計建物

木造 0.929 0.274 0.498 

F方火造 0.534 0.036 0.171 

準耐火造 0.365 0.001 0.122 

耐火造 0.346 0.005 0.023 

また、建物構造男IJの延焼経路における平均隣駅南隔E間住を表

3. 7に示す。さらに、延焼経路別による延焼建物の被害程度(全

焼、半焼、部分焼、ぼや)と、平均隣棟間麟監を表3固 8に示す。

表 3.6 構造別隣棟問醐華内容

木i器購量 防火i盟掛監 準耐火造距隊 耐火溜構草

(日v (ω (m) (日u

平均 2.43 2.42 2.39 1.83 

メシアン 1.93 1.75 1.60 1.10 

モード 1∞ 3.00 0.40 0.80 

標準偏差 1.82 2.31 2.23 1.90 

分散 3.31 5.32 4.96 3.59 

最小 0.10 0.10 0.20 0.10 

最大 10.80 15.50 6.95 9.00 

標本数 72 141 12 

表 3.7 構造別延焼経路における内容

構溜IJ 該当 平均隣棟 構造拐IJ 該当 平均騨棟 構蹴IJ 該当 ヰZた麟棟 構造日IJ 該当 平践隣棟
計

延焼経路 数 間隔(m) 延焼経路 数 間隔(m) 延焼経路 数 間隔(m) 延t蹄路 数 間隔(m)

木→木 55 2.57 防→木 17 2.37 準→木 l 1.20 耐→木 O 。園00

木→防 53 2.49 防→防 82 2.24 準→防 2 0.60 耐→防 2 0.63 

木→準 4 4.41 防->準 7 1.41 準→準 1.10 耐→準 O O.朗

木→耐 13 2.14 防→耐 15 1.38 準→耐 4 2.63 耐→耐 4 1.91 

計 125 計 121 計 8 計 6 260 

一筈11合 必% 害l恰 47% 割合 3% 害i恰 m 10倒

注木→木」は、木造建物から木造建物に類焼したケースを示し、以下同様に「防Jは防火造建物、「準Jは準耐火建物、「耐J

は耐火造建物を示す。
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表3.8 構i観 1]延焼経路における焼損程度、平均隣棟間隔

平均
Z実

平均 平均
構造別構濁iJ -回高+ー 概観IJ 構造別 該 該

焼損 審冶 隣棟 焼損 事P冶 隣棟 焼領 割合 隣棟 焼損 言F恰
g 当 }s尭 当 }is尭 当 延焼 当

程度 (%) 間隔 程度 (%) 間隔 程度 (%) 間隔 程度 (%) 間隔
経路 数 経路 '数 経路 数 経路 数

(m) (m) (m) (m) 

封尭 15 0.27 1.59 全焼 0.06 2.40 全焼 。/ / 全焼 。/ / 
半焼 7 0.13 1.72 半焼 0.06 4∞ 半焼 。/ / 半焼 。/ / 木→木 俳 4木 準→木

/ / 
耐→木

/ / 部分 10 0.18 2.28 部分 5 0.29 1.38 部分 。 部分 。
ぽや 23 0.42 3.59 ぽや 10 0.59 2.70 ぽや l∞ 1.20 ぽや 。v / 
全焼 3 0.06 1.30 全焼 。/ / 封尭 。/ / 全焼 。/ / 
半焼 0.02 0.90 半焼 3 0.04 0.83 半焼 。// 半焼 。/ / 木→防 昨今防 準→防 而t--防
部分 13 0.25 1.63 部分 17 0.21 1.67 部分 0.50 0.60 部分 0.50 0.16 

ぽや 36 0.68 2.94 ぽや 62 0.76 2.46 ぽや 0.50 0.60 ぽや 0.50 1.10 

全焼 。/どど 封尭 ~ /イ 全焼 。// 全焼 。// 
半焼 。// 半焼 。// 半焼 。// 半焼 。// 木→準 防→準 準→準

。// 
耐→準

。// 部分 2 0.50 5.25 部分 4 0.57 1.53 部分 部分

ぽや 2 0.50 3.58 ぽや 3 0.43 1.27 ぽや 1.∞ 1.10 lまや 。// 
全焼 。// 全焼 。/ど/空 全焼 。// 全焼 。// 
半焼 。// 時→耐

半焼 。// 準→耐
半焼 。// 耐→耐

半焼 。// 木→而1
。 // 部分 9 0.69 J.(あ 部分 5 0.33 1.16 部分 部分 2 0.50 0.68 

lまや 4 0.31 4.59 ぽや 10 0.67 1.50 ぽや 4 1.00 2.63 lまや 2 0.50 3.15 
」 ー

注 木→木Jは、木造建物から木造建物に類焼したケースを示し、以下同様に「防Jは防火造建物、「準Jは準耐火建物、「耐Jは耐火造建物を

示す。

4 考察

(1) 延焼被害内容

本研究の 100件の調査対象においては、火元建物 1棟あたり

平均2.6棟の被害棟数、平均焼損床面積72.5rrf、平均焼損床面

積の割合。発憤床面積/延面有⑨ 0.203、平均延焼床面積 11.94 

rrf、平均E自主焼損表面積 14.38rrfが得られた。平均延焼焼損床

面積、平均延焼焼損表面積が、比較的小さいのは市街地延焼火

災とし、った規模に比べると比較的小規模な延焼火災を調査対象

火災にしたことによる忠のと思われる。

(2) 気象条件と延焼被害

延t殺火災において、風向、風速、湿度が延焼被害度に対して

大きな関係があると一般的に言われていることであるが、今回

の調査においては表 4.1に示すように、風向、風速、湿度と延

焼被害度の相関関係は決定係数の値から、その関係のあてはま

りは部、ものと見られる。また、問機に表4.21こ示す吻崩床面

積の割合と風向、風速、湿度の回帰分析結果からも重決定係数

の値が 0.173以下であり、 一般に関係を有することが示される

値にはいたらないことから、その関係のあてはまりは薄いもの

と見られる。
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表4.1 風向・風速・湿度と延焼被害の相関関係

x y 近似一次式 決定係数:R2

延焼被害執数 y=司0.143x+4.048 0.0240 

風向先の 焼鍋床面積 y=3. 301 x+62. 155 0.0146 

隣棟建物 焼繍床面肺コ審除 y=O.0161x+O.152 0.0226 

の有無 延焼焼損床面積 y=2.845x+3.∞1 0.0271 

延焼焼損表面積 y=O.289x+ 13.472 O.似J03

|延焼被害榛数 Y=O伺5x+2.967 0.0710 

焼領床直耳買 y=24.362x+55.467 0.0587 

風速 焼損床面積の嘗}合 y=O.0257x+O.185 0.0042 

延焼焼損床面積 y=9.724x+5.133 0.0233 

延焼焼損表直瀬 y=13.82あけ4.70 0.0438 

延焼被害棟数 y=-0.0237x+4.816 0.0716 

焼損床面積 y=-0.32lx+88.987 0.0150 

湿度 焼繍床面~智治 y=-O.O∞3x+O.188 0.0∞7 

延焼焼損床面満 y=-O.071x+ 15.586 0.0018 

延焼焼慣表面積 y=-0.64lx+47.288 0.1385 



表4.2 焼損床面積の割合と風向・風速・湿度の回帰分析結果

回帰統計 独立変数等 係数
標準 確立

誤差 変数

重相関 R 0.173 切片 0.0973 0.0799 1.2181 

重決定 風向先に隣棟
0.030 0.0292 0.0406 0.7183 

R2 建物コ有無

標準誤差 0.182 風速(m/s) 0.0167 0.0109 1.5387 

観測撒 100 湿度(%) 0.0006 0.0011 0.5908 
L 一一

このことは、今回調査した延焼建物火災においては、過去の

大火と呼ばれる火災と比較すると、調査じた延焼建物火災の規

模は平均焼損床面積 72.5rdと比較的小さいものであるために、

その燃焼に寄与する量は小さく、風向、風速、湿度の影響は微

少なものと思われる。

また、平成 13年東京消防庁統計白書第 23表気象と火災と

の相聞を参考に、平成 13年度の年間約 4000件の建物火災統計

から判断すると、湿度 50%未満での延焼火災 l件当りの焼損床

面 30.7 rd、湿度 50%以上 60%未満での延1た火災 l件当りの焼

損床面 43.6rd、湿度 60%以上 70%未満での延tた火災 l件当り

の焼損床面35.0rd、湿度70%以上での延焼火災 l件当りの焼損

床面32.8rdとなっており、湿度の高低と延馳火災 l件当りの焼

損床面積の相関関係、は薄いものと判断される。

風速に関しては、毎秒 1m単位で、の延焼火災 1件当りの焼損床

面積は、 1.......2m/sで32.6rd、2.......3rn/sで35.3rd、3....... 伽1/sで35.8

rrf、4.......5m/sで30.9rrf、5'"'-'6m/sで38.3m、6.......7m/sで25.6rrf、

7.......8m/sで39.2 rd、8へ-9m/sで36.9rd、9.......IOm/sで 11.3rd、

l伽山以上で1.8 rrfとなっており、風速の強弱と延焼火災 l件当

りの焼損床面積の相関関係は薄いものと判断される。

さらに、平成9年から平成 13年までの5年間の東京消防庁統

計白書第23表気象と火災の相聞から、 5年間の建物火災約

190∞件を参考に調査したところ、それぞれの年度において湿度

の高低による延焼火災 1件当りの焼損床面積の相関関係、は薄く、

また風速の強弱と延jた火災 l件当りの焼損床面積の相関関係は

薄いものと判断される。

(3) 建物構造

表3.5建物持湖1)の焼損床面積の害l恰焼損床面積/延面珊

結果を図4.1に示す。グラフより、多項式近似が適切と判断し、

次数を 2次式で与え近似式を求めた。

図 4.1に示すように、建物構造の違し、により平均焼損床面積の

害1)合にそれぞれ差異が見られた。木造、防火造、準耐火造、耐

0.6 

ま0.5

204 
G 

置0.3

低

窓口2

E 
時 0.1

。
木造 防火造 準耐火造 耐火造

建物構造

図4.1 建材概観!焼損床面積の害l恰

平成 12年 度 第6回東京都市街地伏況調査から、糊IJ区と

多摩地区との合計の東京都建物構造別比率は、木造 15%、防火

造57%、準耐火造 13%、耐火造 15%となっている。

また、表3.4より出火建物及ひ涯焼被害建側部差別比率は、木

造 31%、防火造 54%、準耐火造 5%、耐火造 10%となってい

る。これらを比較すると、延焼被害構造の木造の構成比が、市

径静也伏況構造の2.07倍となっている。

このことは、市鮒猷況調査と延1蹄皮害建物誇造を比較して、

隣棟への延焼機構において木造建物髄は、防火造、準耐火造、

耐火造に比べ、起剤的精いと判断される。

また、建物構造が延焼火災の要因であることを、より明確な

ものとするため、「火災延焼からみた木造密集市側也改善フ。ログ

ラムの鮪面方法とその適用性に関する研究jで用いられた、斉

藤の不燃イげ旨数の式を用いて、検討した。

(不側出動

不燃化指数αは、単位体積当たりの不燃化を示す無次元の値

であり、領域全てが木造建築物であるとき r1Jとなり、他の構

造が増加する。つまり、不燃化が進むにつれて、 0.36(全耐火

イりに近づく。

L k;s; 
α = ...!..ニL一一一一一

S E 

Sr =S，+S， + S， + S E-~I'~2 ~3 ~4 

k1 = 0.36 k2 = 0.64 kJ = 0.71 

(4 -1) 

(4 -2) 

k. = 1.00 

火造と建物の不燃化が進むにつれて、平均焼損床面積の割合が S 1 耐火造建面積 S 2 :準耐火造建面積

減少していく傾向が見られた。減少イ頃向を二次式で近似したも S 3 :防火造建面積 S 4 木造建面積

のの自由度調整決定係数R2は0.957となり、近似二次式が高い 補正係数kiは火災統計を元に算出している。

精度を示しているものと考えられる。よって、建物構造の不燃

化が進むにつれて、延焼被害が軽減される傾向があると判断さ 不燃的鍬と焼損床面積の害恰の相関関係図を図4.2に示す。

れる。 また、相関関係グラフから近似式を二次式で与えた。
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おいては、全焼、半焼、部分肱ぼやと焼損程度が軽減されて

いくにつれて、平均隣棟間隔が増加してし、く傾向がみられた。

増力財頃向を二次式で近似したものの自由度調整決定係数R2は

o.卯9となり、近似二次式が高い精度を示しているものと考えら

れる。よって、同構造建物においては、隣棟間隔の大小に付随

してその延焼程度も大きく関係してくると判断できる。

また、図 4.3、4.4、 4.5の平均隣棟間隔を比較するにあたり、

図4.6を作成した。

図4.6から木造建物同士の延焼した場合の平均隣欄詞隔に比べ、

木造建物から防火造建物に延焼した場合の平均隣棟間隔は、そ

の差に概ね一定の幅がみられる。これは、延焼受害倶IJ建物にお

いて、その構造によりある一定の距離を確保することでその延

焼被害を軽減することに繋がると考えられる。

加えて、木造建物から防火造建物に延焼した場合の平均隣棟

間隔と防火造建物から防火造建物に延焼した場合の平均隣棟間

隔は、防火造建物に延焼しての全焼火災がサンプリングされな

かったことを除けば、その焼損程度別の平均隣棟間隔の増力日傾

向はおおむね似た形となっている。これは、延焼加害側の建物

概宣によらず、延焼受害側の建物厳重によって、延焼被害に対

しての平均隣棟間隔による被害程度が影響を受けるものと考え

られる。
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図4.2に示すように、不燃化指数の増加に対して、焼損床面積

の割合が増加していく傾向が見られた。

増力日傾向を二次式で近似したところ自由度調整決定係数R2

は 0.403となり、近似二次式が高いあてはまりを示しているも

のではない。このことは、不燃化指数を算出する際に用いる補

正係数Kiが絶対的定数ではなく、 火災統計から算出したもので

あることに起因すると考えられ、可変量定数として用いられる

べきものと考えられる。

(心隣棟間E団住

表3.6に示すように、E出発被害が見られた建物に対しての、出

火建物からの平均隣棟問E団住は、構造別にみて木造2.4m、防火

造 2.4m、準耐火造2.4m、耐火造1.8mと耐火造以外の構造で-

はほとんど定量的なものとなった。

表3.8に示した延焼経路別による延焼建物の被害車支(全焼、

半焼、部分紘ぼやをもとに、調査対象数が 50以上の構造元IJ延

焼経路と平均隣棟間隔の関係、を調べるため「木造建物から木造

建物へのE副知によるものを図 4.3、「木造建物から防火造建物

への延舶によるものを図 4.4、「防火造建物から防火造建物へ

の延焼jによるものを図4.5にそれぞれ示しむ

図4.3に示すように、木造建物同士の延焼においては全焼、

半焼、部分焼、ぼやと焼損程度が軽減されていくにつれて、平

均隣棟間隔が増加していく傾向がみられた。増力日傾向を二次式

て世似したものの自由度調整決定係数R2は0.997となり、近似

二次式が高い精度を示しているものと考えられる。よって、同

構造建物においては、隣棟間隔の大小lこ付随してその延焼程度

も大きく関係してくると判断できる。

また、図 4.4に示すように、木造建物から防火造建物への延

焼においては、全焼、半鹿部分焼、ぼやと焼損程度が軽減さ

れていくにつれて、概ね平均隣棟間隔が糟加していく傾向がみ

られた。増力凶頃向を二次式で近倒したものの自由度調整決定係

数R2は0.993となり、近似二次式が高い精度を示しているもの

と考えられる。よって、同構造建物においては、隣棟間隔の大

小に付随してその延焼程度も大きく関係してくると判断できる。

図4.5に示すように、防火造建物から防火造建物への延焼に

図4.2不燃化指数と焼損床面積の割合の散布図



(5) 簡易的消防断舌動効果指数

延tたた災において被害軽減の要因を支配するものとして消防

隊の活動効果が挙げられる。現在東京消防庁で用いられている

市街地延焼シミュレーションにおいての火災の消火判定は、消

防隊の活動口数を乗じた包囲周長と火面周長の大小を比較し、

建物被害状況を収束、延焼血上、拡大のパラメータに分けて判

定している。

本研究では、消防活動報告から消防隊の到着時の被害建物の

状況、消火活動後の延焼建物の状況の前後のパラメータから消

防活動の効果を単純予測する。この評価方式を簡易的消防隊活

動効果指数とし、検討を行った。

(簡易的消防隊活動効果指動

簡易的済消防断舌動効果指数γは、火元建物および隣棟延焼

被害建物のそれぞれに対して、消火活動に従事した隊がその建

物に到着したときの状況を 4パターンωt炎確認、黒煙確認¥白

煙確認、煙なし)に分類し、 (4-3)式の焼損床面積を延面積で割っ

た焼損床面積の割合の逆割合の平剛直を算出し、表4.3，こ示すパ

ラメータ得点として与えた。

次に、火元建物および隣棟延焼被害建物がどういった状況に

至ったかを 3 パターン(収束、~尭阻止、拡大)に分類し、 (4-4)

式の焼損床面積を延面積で、害1)った焼損床面積の割合の逆寄拾の

平剛直を算出し、表4.4に示すノfラメータ得点として与えた。

この2つのパラメータ得点を (4-5)式を用いて算出し消防隊

の活動効果を判定する。簡易的消防隊活動効果干旨数γの値が、

最大値となる 11Jに近づくほど、延t走火災における消防隊の

活動効果は高いものと判断し、延焼火災を拡大させてしまった

時には、 γの値は 10Jに漸近していくものとしている。
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(4 -3) sk，k l一三l

Sn=延面積

至l居時の状況の得点表

火炎確認:Ual o. 333 

黒煙確認、:ua2 O. 740 

白埋確認、ua3 O. 922 

煙なし : Ua4 O. 993 

Sr=焼損床面積

o
 

u
 

i = 1，2，3，4 

表 4.3
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-・一木→防
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E冒

霊2。
盗
事‘1.5
Pト

1.0 

0.5 

(4 -4) sklk =l-LZ 
" k = I 

Sr=焼損床面積
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14 

ぽや

構造拐1)延焼経路による平均隣府輔

部分半焼全焼

図4.6



表4.4建物の被害状況の得点表

収束 : Val I O. 982 

延焼P血上 :Va2

拡大 Va3 

O. 706 

O. 091 

y=L2J U a，v耐 (4-5) 
nττ 

i = 1，2，3，4 j = 1，2，3 

数を導入し、小規樹酎尭火災におけるその妥当性を検証した。

延焼の要因については、噴出火炎の外壁、軒裏、窓等に接触

しての着火からくる延焼、噴出火炎の幅射熱により、隣接建物

の外壁材や内部の可燃物の着火による延焼、出火建物から放出

される火の粉による延焼としりた要素に対して、その燃焼の複

雑性が多岐の要因が絡みあっているため、一つの結論に到達で

きていないのが現状である。

今回は、当庁が作成した消防活動報告を基に読み取った延焼

火災のデータをもとに集計した結果から、その延焼要因につい

て検討を試みたものである。本研究では、建材髄と隣棟間距

簡易的消防隊活動効果指数と焼損床面積の相関関係図を図 離がその延焼火災の焼損床面積の割合に影響を過分に与える事

4.7に示す。また、相関関係グラフから近似式を一次式で与えた。 の正当性をより厳密に評価した。また延tたた災における消防隊

;:!2. 0.8 

司ロ

き0.6

理事
閣

議0.4

走塁

0.2 

。
。。 0.5 1.0 

簡易敵消防関舌動均果指数

図4.7 簡易敵消防隊活動効果指数と焼損床面買の割合

図4.7に示すように、簡易的消防隊活動効果指数の増加に対し

て、焼損床面積の寄}合が減少してし、く傾向が見られた。図 3.1

のグラフより、曲線回帰が可能と推測し、その減少傾向を二次

式で近似し、 一次近似式の自由度調整決定係数R2は0.591とな

り、単回帰で相関関係、の認められる程度の決定係数が得られた

ことにより、隣棟延1たた災において簡易的消防隊活動効果指数

が有効なものであると結論づけられる。

本研究においては、消防隊に活動効果についての評価指数は

建物火災の消防隊の到着時と活動終了時の二つの要素とし、う数

少ない要素ではあるが、焼損床面積との関係、を単純ながら求め

ることができたと思われる。今後は、肋k口数、肋k時間等を

考慮することで、消防隊の活動評価のひとつのパラメータとな

ってし、く可能性があるものと思われる。

5 まとめ

本研究では、気象条件、建材誇造、隣棟間距離、消防隊活動

効果のそれぞれについて、小規梼酎たた災におけるそれぞれの

要因影響を統計的に分析した。また、簡易的消防隊活動効果指

15 

の活動効果を、簡易的消防隊活動効果を作成することで、延焼

火災での消防隊の活動評価のパラメータのひとつになりうるも

のとしてその有効性について評価した。

今後はこれを踏まえ、より厳密にマクロ延焼火災、ミクロ延

tたた災双方に具体性のある研究にしていくには、詳細なデータ

の入手と解析ならびに分析の必要がある。延焼受害性、出動日

害性の双方を考慮し、その火炎の細密な延協経路、屋恨、軒裏、

壁、開口部等の防火性や窓等の開口の有無等、様々な基礎デー

タを集積していくことが望まれる。延焼要因の各要素を主成分

分析等を用いて、その要因があたえる影響の強弱を調査してい

くことも必要である。基礎データの充実により、延焼の因果関

係をより鮮明に角平明していくことが可能と思われる。
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